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【要旨】

１ あいさ つ

小山副市長

２ 委嘱状 の交付

３ 委員自 己紹介 （資料 １）

４ 委員長、 副委員長 の選出（ 資料２ ）

（委 員 長）

○委 員 高野委員の推薦

〔異議なし〕 高野委員に決 定

（副 委 員 長）

○委 員 木崎委員の推薦

〔異議なし〕 木崎委員に決 定

２ 議題

(1) 協 議 事 項

会議 の公開 に関す る取り扱 いにつ いて（資 料３）

委員長説明

□委 員 長 次回の会議から、傍 聴者 の人数を定員５名以内とし、報 道関 係

者については、５名以内に含 めず認めるものする

(1) 報 告 事 項

（ア） 青梅市 住宅確保 要配慮 者居住支 援事業に ついて

（資 料４－１ 、４－ ２）

（ イ）青 梅市居 住支援協 力不動 産店登録 事業につ いて

（資 料５－１ 、５－ ２）

事務局説明

□委 員 長 高齢者の方の入居に あた り、市が実施している見守り支 援や 福

祉サービスには、 どのような ものがあるのかを教えてほしい。

○委 員 市の見守り支援は、 特定 の人 を対象とした個別の見守り サー ビ

スではない。民間事業者や民生委員の方などが日常業務の中で、

異変に気付いた際 に市 へ連絡し、関係機関が必要に応 じて 訪問

などの対応を行う 。

□委 員 長 障がいのある方への 市の 見守り支援はあるのか。



○委 員 障がいのある方を対 象と した 市の個別の見守り支援はない。

○委 員 見守り支援としては 、ヘ ルパ ー等による訪問時や配食サ ービ ス

の提供時の安否確 認な どがある。

□委 員 長 配食サービスとはど のよ うなものか。

○委 員 民間で行っているも のも ある が、市で実施している配食 サー ビ

スでは、調理が困 難な 方へ弁当を手渡しで配達してい る。

○委 員 オーナー向けに、見 守り サー ビスとセットで受け入れの 相談 を

しないと物件探し は難 しいのではないか。

○委 員 私の団体は、民間と して やっ てる福祉団体なので、既存 の制 度

がなければ、新た な仕 組みを作るという考え方で動い てい る。

実際に福祉だけではなく地域で支え合うもの として動い てお り、

そういった体制作 りが 不動産店の相談者の受け入れに につ なが

ると考えている。

○委 員 近年、孤独死が社会 問題 にな っている中で、不動産店の 不安 は

最もである。市の 支援 だけでなく、民間事業者の孤独 死対 策の

サービスにはどの よう なものがあるか。

○委 員 民間の警備会社では 、見 守り サービスを行っているとこ ろも あ

るが、市の支援として、65 歳 以上 の全ての高齢者を見守るの は

難しい。

□委 員 長 ８月までに市の住宅 確保 要配慮者居住支援事業を開始す ると し

て、市のサービス はど のようなものがあるのかが説明 でき ると

オーナーに言いや すい 。

○委 員 まずは、この協議会で住宅確保要配慮者居住支援事業の課題や、

必要なサービスに つい て、検討していきたいと考えて いる 。

□委 員 長 障がいのある方の入 居の 場合、トラブルになる場合があ るが 、

市ではどういった 対応 をしているのか。

○委 員 障がいのある方がオ ーナ ーに 伝えず入居をし、退去を求 めら れ

た際、ショートス テイ などのサービスを案内すること があ る。

□委 員 長 障がいのある方の市 への 相談事例は、それほど多くない のか 。

○委 員 全ての相談が市に寄 せら れて いるわけではない。

□委 員 長 低所得者の場合はど のよ うな支援を案内しているのか。

○委 員 市では入居者の状況 に応 じて 、都営住宅や市営住宅、生 活保 護

制度などを案内し てい る。

□委 員 長 協力不動産店が、入 居相 談を受けた際に市の支援を案内 する 必



要があるのか。

◆事 務 局 協力不動産店が市の サー ビスの案内をする必要はない。 相談 窓

口である居住支援 法人 が相談者の状況を把握し、適切 な福 祉サ

ービスなどを案内 した うえで、協力不動産店へ物件紹 介を 求め

る。

○委 員 協力不動産店は８月 の住 宅確 保要配慮者居住支援事業開 始ま で

に、相談者へ案内 でき る物件を準備する必要があるの か。

◆事 務 局 その必要はない。市 に登 録いただける協力不動産店がい れば 、

物件情報の確認や 相談 が可能になるため、まずは住宅 確保 要配

慮者へ紹介できる 物件 の有無に関わらず、協力不動産 店を 募集

したいと考えてい る。

○委 員 協力不動産店が紹介 でき る物 件数を増やすためには、不 動産 の

オーナー側の不安 と制 度とのギャップを埋める取組も 必要 では

ないか。

○委 員 そもそも実際に市内 に住 宅確 保要配慮者がいるのか。

○委 員 高齢や障がいがある ため 入居 を断られたという相談を受 けた こ

とがある。

□委 員 長 住宅確保要配慮者居 住支 援事業の相談件数はどの程度を 見込 ん

でいるのか。

◆事 務 局 ８月から翌年３月ま で、 月２回相談窓口を開設し、１回 当た り

４件の相談枠を設 ける 予定である。

○委 員 市では、住宅探しの 相談 に対 して都営住宅、市営住宅の 案内 が

中心だったが、今 後は 本事業も活用したいと考えてい る。 ただ

し、相談を受けて も物 件を紹介できないケースも想定 され るた

め、そのような事 例に ついては協議会で検討していき たい 。

□委 員 長 この事業に対して、 補助 制度などは検討していないのか 。

○委 員 現時点では新たな補 助制 度を 設けるよりも、既存制度の 活用 を

進める方がよいと 考え ている。ただし、既存制度だけ では 対応

が難しい場合には 、今 後、協議会で検討していきたい 。ま た

青梅市で住宅で困 って る人がどういう方なのか知って いく 必要

がある。

○委 員 今後は物価高騰や家 賃上 昇が 要因で、住宅に住み続けら れな い

方が出てくるので はな いかと思われる。

○委 員 福祉の現場では、市 に居 住支 援協議会がなかったため、 東京 都



の居住支援制度を 案内 することがあった。

○委 員 改めて、当事業では居住支援法人はどのような役割を担うのか。

○委 員 居住支援法人が相談 者か らヒ アリングを行い、住宅支援 に限 ら

ず福祉支援を含めて必要な支援を総合的に案 内する役割 を担 う。

ウ そ の他

質疑等なし

３ その他

次回 （令和８ 年度第 ２回） の協議会 日程に ついて

◆事 務 局 次回の日程について は、 事務局で調整のうえ、改めてお 知ら せ

する。次の議題は 、協 力不動産店や委託業者の決定状 況、 相談

事例の共有や制度 改善 を議題にする予定である。

○委 員 不動産団体への周知 につ いて はどのように行うのか。

◆事 務 局 チラシを活用し、Ｆ ＡＸ やメールで周知を行う。また、 必要 に

応じて、事務局や 居住 支援法人が不動産店を訪問し、 事業 説明

を行うことも検討 して いる。

○委 員 委託事業者は決まっ てい るの か。

◆事 務 局 まだ決まっていない 。競 争入札により、居住支援法人に 委託 を

することは決まっ てい る。

○委 員 次年度、委託先が変 わる 可能 性があるのか。

◆事 務 局 その可能性もある。

◆事 務 局 次回は委託先を含め て報 告させていただく。

以 上


